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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第149期
第１四半期
連結累計期間

第150期
第１四半期
連結累計期間

第149期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（百万円） 28,699 26,760 197,733

経常利益又は経常損失（△）（百万円） △4,316 △4,280 5,946

四半期（当期）純利益又は

四半期（当期）純損失（△）（百万円）
△2,945 △2,707 4,024

四半期包括利益又は包括利益（百万円） △3,102 △857 7,154

純資産額（百万円） 49,409 56,072 58,077

総資産額（百万円） 207,459 211,938 224,623

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）

（円）

△12.98 △11.93 17.74

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 22.7 26.0 25.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
11,468 11,918 　　　　　9,305

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,484 △1,763 　　　　　△7,135

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△13,574 △10,307 △7,749

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（百万円）
8,306 7,674 7,483

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。　

　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

なお、セグメントごとの主要な関係会社の異動については以下のとおりです。
　
（社会システム事業）

当社は、平成25年４月１日付で、連結子会社であった明電Ｔ＆Ｄ株式会社を吸収合併いたしました。

連結子会社である明電板金塗装株式会社は、平成25年４月１日で、連結子会社であった明電シスコン株式会社を吸

収合併し、明電システム製造株式会社に名称を変更しております。

連結子会社である明電ソフトウエア株式会社は、平成25年４月１日で、連結子会社であった明電システムテクノロ

ジー株式会社を吸収合併し、明電システムソリューション株式会社に名称を変更しております。

これに伴い、前連結会計年度まで「その他」に含まれておりました明電ソフトウエア株式会社の事業は、当第１四

半期連結会計期間より「社会システム事業」に含めております。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成25年５月29日開催の取締役会において、当社100％出資の連結子会社であるＭＳＡ株式会社（以

下、「ＭＳＡ」といいます。）を吸収合併することを決定し、同日付で吸収合併契約を締結しました。

　吸収合併の概要は以下のとおりです。

　

①合併の目的

当社は、中期経営計画「ＰＯＷＥＲ５フェーズⅢ」の重点施策の一つである変電・配電製品の製品競争力強化の施

策として、平成25年４月１日付で変圧器・スイッチギヤの製造・販売を行なう明電Ｔ＆Ｄ株式会社を吸収合併いたし

ました。さらなる強化策として、ＭＳＡが製造・販売を行なうアレスター（避雷器）についても営業・技術・製造部門

の一体化による製品競争力の強化と、海外市場における営業活動の強化が不可欠と判断し、このたびＭＳＡを吸収合併

することを決定したものです。 

　

②合併方法

　当社を存続会社、ＭＳＡを消滅会社とする吸収合併です。

　

③合併に係る割当の内容

　当社完全子会社との合併であるため、本合併による新株式の発行及び合併交付金の支払いは行いません。

　

④合併期日（効力発生日）

　平成25年10月１日　

　

⑤引継資産・負債の状況

　当社は吸収合併の効力発生日をもって、吸収合併消滅会社であるＭＳＡの一切の資産、負債及び権利義務を引き継ぎ

ます。　

　　

⑥吸収合併存続会社となる会社の概要

　商　　号　株式会社明電舎

　資 本 金　17,070百万円　

　事業内容　電気機械器具の製造及び販売　
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

　

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、欧州経済の財政問題が引き続き景気の下振れ圧力となり、米国経済

や中国経済・インド等の新興国経済の減速もあり、減速感が見られました。わが国の経済は、円安、株価の上昇、東日本

大震災からの復興需要による公共投資の増加など、緩やかな景気回復基調で推移しました。

　このような中、当社グループでは、中期経営計画「ＰＯＷＥＲ５」フェーズⅢで掲げる新たな飛躍に向けて、グルー

プ再編などの事業構造改革を進めるとともに、中長期的に成長が期待できる「電力・エネルギーシステム」、「自動

車、鉄道等の輸送システム」、「水処理システム」などの各分野向けに変電・配電製品、発電製品、電力変換製品、ＩＣ

Ｔ製品など、「独自性のある製品とシステム」の創出と、成長基盤の確立に取り組んでおります。

　

　当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高が26,760百万円（前年同期比1,939百万円減）となりました。損益

につきましては、営業損失は3,941百万円（前年同期比48百万円悪化）、経常損失は4,280百万円（前年同期比36百万

円改善）、四半期純損失は2,707百万円（前年同期比237百万円改善）となりました。

なお、当社グループでは、電力会社や官公庁向けの各種電気設備や、自治体向けの上下水処理設備等において、年度

末に売上が集中する傾向があります。そのため、例年、第１四半期の売上高については、年間の実績値に対して相対的

に低い水準にとどまっております。 

　

　セグメント別の状況は次のとおりであります。なお、売上高につきましては、セグメント間の取引を含んでおります。

　なお、平成25年４月１日付で当社グループは、明電ソフトウエア株式会社と明電システムテクノロジー株式会社の合

併を行っており、当該合併に伴って事業のセグメントの変更を行っております。以下、前年同四半期比較については、

当該変更を反映した前年同四半期の数値を用いております。　

　

① 社会システム事業分野

　売上高は前年同期比3.1％減の17,657百万円となりました。

　

（社会システム事業関連）

　他社との競争が激化しており、受注環境は厳しさを増しております。主力である発電・変電・電力変換製品の徹底

した原価低減により競争力を強化するとともに、節電対策や事業継続計画（BCP）に対応する製品・サービスの積

極的な提案活動を行っております。また、太陽光発電設備など再生可能エネルギーを活用した各種エネルギーシス

テムの拡販に取り組んでおります。

　

（水・環境事業関連）

　公共投資の削減や新たな浄水場・下水処理場建設の減少、他社との競争激化などにより事業環境は厳しさを増し

ております。このような中、浄水場、下水処理場向け電気設備の新規および更新物件の受注獲得への取り組みを強化

すると同時に、水道施設の運転維持管理業務の受託への取り組みも積極的に進めております。また、下水・排水処理

用セラミック平膜を用いた工業排水再利用設備の共同研究をシンガポール政府機関と進めるとともに、量産体制の

整備及び海外販売体制の強化にも注力しております。

　

（海外事業関連）

　電力用変電機器の拡販に努めるとともに、東南アジア市場を中心に鉄道プロジェクトの受注獲得や当社が得意と

する真空技術を用いたしゃ断器（Eco-VCB）などの単体機器の拡販にも積極的に取り組んでおります。

　

② 産業システム事業分野

　売上高は前年同期比24.9％減の4,976百万円となりました。
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（コンポーネント事業関連）

　半導体製造装置等に組み込まれる機器、電気自動車及びプラグインハイブリッド車に搭載されるモータ・イン

バータの需要は停滞しておりますが、エレベータ用や射出成形機用モータの需要は堅調に推移しており、拡販に取

り組んでおります。

　

（動力計測・搬送事業関連）

　動力計測システム分野は国内においては、電気自動車、ハイブリッド車また超低燃費車など環境対応車の開発投資

を中心に受注環境は堅調に回復しており、試験設備の拡販に取り組んでおります。また、日系メーカーの海外での実

験棟建設や、研究開発設備の需要が増加している中国、韓国、タイなど海外市場での拡販にも積極的に取り組んでお

ります。

　搬送システム分野では、フォークリフト用モータ・インバータの国内需要は回復基調にあります。また、自動車部

品メーカーや物流倉庫などで無人搬送車（AGV）の需要が増加しており、また海外においても、需要が高まっている

中国、東南アジアの販売体制を強化しております。

　

③エンジニアリング事業分野

　売上高は前年同期比4.6％増の2,521百万円となりました。

　メンテナンスサービスの分野では、厳しい価格競争が続いております。このような中、通常の保守・点検に加え、震災

以降に需要が高まった電源設備のメンテナンスや、設備の状況や余寿命の診断を付加した提案活動にも積極的に取り

組んでおります。

　

④不動産事業分野

　業務・商業ビルThinkPark Tower（東京都品川区大崎）を中心とする保有不動産の賃貸事業を行っており、売上高は

前年同期と同水準の820百万円となりました。

　

⑤その他の事業分野

　その他の製品販売、従業員の福利厚生サービス、化成製品を提供するなど、報告セグメントに含まれない事業につい

ては、売上高は前年同期比14.9％減の5,194百万円となりました。

　

（２）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」といいます。）比12,684百万円減少

し、211,938百万円となりました。 

　流動資産は、前期末に計上した売上債権の回収が進み受取手形及び売掛金が減少するなどし、前期末比14,105百万円

減少し113,567百万円となりました。

　固定資産は、保有する上場株式の市場価値上昇に伴い投資有価証券の評価額が増加し、前期末比1,420百万円増加の

98,371百万円となりました。

　負債は、仕入債務及びコマーシャル・ペーパーの減少等により前期末比10,679百万円減少し155,866百万円となりま

した。

　当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、四半期純損失の計上及び剰余金の配当に伴い前期末比2,005百万円減

少して56,072百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は前期末の25.4%から26.0%となりました。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前第１四半期連結累計

期間に比べ632百万円減少し、7,674百万円となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果得られた資金は11,918百万円（前年同四半期は11,468百万円の獲得）となりました。

　収入の主な内訳は、売上債権の減少額37,813百万円、減価償却費1,957百万円、退職給付引当金の増加額792百万円で

あり、支出の主な内訳は、たな卸資産の増加額11,492百万円、仕入債務の減少額5,117百万円、税金等調整前四半期純損

失4,281百万円であります。

　

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果使用した資金は1,763百万円（前年同四半期は2,484百万円の使用）となりました。

　これは主に、有形固定資産の取得による支出1,344百万円によるものであります。

　

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果使用した資金は10,307百万円（前年同四半期は13,574百万円の使用）となりました。

　支出の主な内訳は、コマーシャル・ペーパーの減少8,000百万円、長期借入金の返済による支出1,786百万円でありま

す。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

（当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）

　１．基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び事業の内容や当社の企業価値の

源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくこと

を可能とする者である必要があると考えています。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて行われ

るべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量取得であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　

　しかしながら、株式の大量取得の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量取得の内容

等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象

会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会

社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　特に、当社グループの企業価値の源泉は、主に、①グループ全体で創業以来培ってきた豊富な技術蓄積と「ものづくり

力」、特に、環境対応製品を生み出す技術開発力、②高品質かつ豊富な製品ラインナップと品質保証体制、③お客様ニー

ズに応じたシステムエンジニアリング力、④充実した保守サービス体制、⑤お客様や、取引先及び従業員との安定的か

つ強固な信頼関係の５点に集約することができ、当社グループはこれらを相互に連繋させることにより、安定的な事業

活動を展開しております。当社株式の大量取得を行う者が、これらの当社の企業価値の源泉を理解したうえで、それを

中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになりま

す。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量取得を行う者は、当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量取得に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ること

により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

　

　２．基本方針実現に資する特別な取組みの内容の概要
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　当社グループでは今後も着実に事業を展開していくため中期経営計画「ＰＯＷＥＲ５」を推進しております。「明電

グループの挑戦－ものづくり“ＰＯＷＥＲ”で社会に貢献－」をスローガンに掲げ、①成長・新事業の確立、②民需・

海外事業の更なる開拓、③「選択と集中」による収益力の改善、④「ものづくり力」の強化、⑤ＣＳＲ経営の普遍的推

進、の５つの基本方針を基に展開しております。

（ＰＯＷＥＲ５フェーズⅢの詳細については、当社の平成24年５月11日付プレスリリースをご参照ください。）　　

　また、当社では平成15年６月より執行役員制を導入し、経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能とを分離し、業務

執行の迅速化を図り、効率的な経営を進めるとともに、取締役会を重要な戦略的意思決定を行う場として活性化し、そ

の機能強化を図っております。また、現時点における取締役９名のうち２名を社外取締役とすることで、経営の透明性

を確保し、取締役会による業務執行に対する監督機能を充実させ、コーポレート・ガバナンスを強化しております。　

　

　３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

　　　取組みの内容の概要

　当社は、平成23年５月13日開催の取締役会及び平成23年６月24日開催の第147期定時株主総会の各決議に基づき、「当

社株式の大量取得行為に関する対応策」（買収防衛策）を更新いたしました（以下、更新後の買収防衛策を「本プラ

ン」といいます。）

　本プランは、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の

決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反する当社株式の大量取得を抑止するために、当

社株式に対する大量取得が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がか

かる大量取得に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行

うこと等を可能とすることを目的としております。

　本プランは、当社株券等の20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求める等、上記の

目的を実現するために必要な手続を定めています。買収者は、本プランに係る手続が開始された場合には、当社取締役

会又は株主総会において本プランを発動しない旨の決議がなされるまでの間、買付等を実行してはならないものとし

ます。

　買収者は、買付等の開始又は実行に先立ち、意向表明書及び買付等の内容の検討に必要な所定の情報等を記載した買

付説明書を、当社に対して提出して頂きます。また、独立委員会は、当社取締役会に対しても、買付等の内容に対する意

見、根拠資料、代替案等の情報を提供するよう要求することができます。

　独立委員会は、当該買付等の内容の検討その他の情報収集や買収者との協議・交渉等を行ったうえで、当該買付等が

本プランに定められた手続に従わない場合又は当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたら

すおそれのある場合であって、かつ本プランに定める新株予約権の無償割当てを実施することが相当であるとき等、本

プラン所定の発動事由に該当すると判断したときは、当社取締役会に対して、買収者等による権利行使は原則として認

められないとの行使条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項

が付された新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行います（なお、独立委員会は、当該勧告に際して、予め

当該実施に関して株主総会の承認を得るべき旨の留保を付すことができます。）。当社取締役会は、独立委員会の勧告

を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を速やかに行う

ものとします（但し、当社取締役会は、本プラン所定の場合に、株主総会を招集し、新株予約権の無償割当ての実施に関

する株主の皆様の意思を確認することができるものとし、かかる株主総会が開催された場合には、当社取締役会は、か

かる株主総会の決議に従って決議を行うものとします。）。

　本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得に伴って買収者等以外の株主の皆

様に当社株式が交付された場合には、買収者等以外の株主の皆様が、１個の新株予約権につき原則として１株の当社株

式を取得することから、買収者等の有する当社の議決権割合は、最大50％まで希釈化される可能性があります。

　本プランの有効期間は、原則として、平成23年６月24日開催の第147期定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとされております。　　
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　４．具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　当社の中期経営計画「ＰＯＷＥＲ５」及びコーポレート・ガバナンスの強化等の各施策は、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本

方針に沿うものです。

　また、本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保するため

の枠組みであり、基本方針に沿うものです。本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業

価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同の

利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原則）を充足しております。また、本プラ

ンは、第147期定時株主総会において株主の皆様の承認を得て更新されており、有効期間が約３年間と定められている

こと、本プランの発動の是非について株主の意思の確認がなされることがあること、当社の株主総会又は取締役会によ

り本プランを廃止できるとされていること等、株主意思を重視するものとなっております。これらに加え、当社経営陣

から独立した社外取締役等によって構成される独立委員会が設置され、本プランの発動等に際しては必ず独立委員会

の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家等を利用し助言を受けることが

できるとされていることにより、その判断の公正さ・客観性が担保されていること等により、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

（５）研究開発活動の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,800百万円です。なお、当第１四半期連

結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 576,000,000

計 576,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月９日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 227,637,704 227,637,704

株式会社東京証券取引所

（市場第一部）

株式会社名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 227,637,704 227,637,704 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式
 総数増減数
（千株）

 発行済株式
 総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

 資本準備金
 増減額
（百万円）

 資本準備金
 残高
（百万円）

平成25年４月１日～

　平成25年６月30日　
― 227,637― 17,070 ― 5,000

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。　
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載で

きないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。　

①【発行済株式】

 （平成25年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式　    701,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  225,568,000 225,568 －

単元未満株式 普通株式    1,368,704 － －

発行済株式総数 227,637,704 － －

総株主の議決権 － 225,568 －

　（注）１．証券保管振替機構名義の株式3,654株のうち、3,000株は、「完全議決権株式（その他）」に含まれており、654

株は、「単元未満株式」に含まれております。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に

係る議決権の数３個が含まれております。

２．自己株式701,861株のうち、861株は、「単元未満株式」に含まれております。

　

②【自己株式等】

 （平成25年３月31日現在）

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有株式

数(株)
他人名義所有株式

数(株)
所有株式数の合計

(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)

株式会社明電舎

東京都品川区大崎

二丁目１番１号
701,000 － 701,000 0.31

計 － 701,000 － 701,000 0.31

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」といいます。）に基づいて作成しております。 

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,568 7,770

受取手形及び売掛金 73,684 44,998

商品及び製品 2,821 3,395

仕掛品 32,183 43,444

原材料及び貯蔵品 3,538 3,664

繰延税金資産 4,680 6,110

その他 ※1
 3,545

※1
 4,543

貸倒引当金 △349 △359

流動資産合計 127,672 113,567

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 39,447 39,428

機械装置及び運搬具（純額） 11,709 11,432

土地 12,714 12,739

建設仮勘定 1,003 1,157

その他（純額） 1,991 2,135

有形固定資産合計 66,865 66,893

無形固定資産

ソフトウエア 4,447 4,398

のれん 881 870

その他 377 445

無形固定資産合計 5,706 5,713

投資その他の資産

投資有価証券 16,072 17,926

長期貸付金 30 30

繰延税金資産 6,595 6,173

その他 1,790 1,744

貸倒引当金 △110 △111

投資その他の資産合計 24,378 25,763

固定資産合計 96,950 98,371

資産合計 224,623 211,938

EDINET提出書類

株式会社明電舎(E01744)

四半期報告書

12/24



（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 30,571 26,665

短期借入金 11,798 10,972

コマーシャル・ペーパー 26,000 18,000

未払金 12,984 12,101

未払法人税等 2,617 387

前受金 8,949 17,494

賞与引当金 5,845 2,585

製品保証引当金 549 531

受注損失引当金 1,060 1,135

その他 12,430 12,281

流動負債合計 112,808 102,156

固定負債

長期借入金 19,649 19,002

退職給付引当金 30,060 30,860

役員退職慰労引当金 119 135

環境対策引当金 952 948

債務保証損失引当金 17 17

その他 2,939 2,745

固定負債合計 53,737 53,709

負債合計 166,546 155,866

純資産の部

株主資本

資本金 17,070 17,070

資本剰余金 13,197 13,197

利益剰余金 22,942 19,100

自己株式 △154 △155

株主資本合計 53,055 49,212

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,431 5,630

繰延ヘッジ損益 △84 △104

為替換算調整勘定 △295 347

その他の包括利益累計額合計 4,051 5,873

少数株主持分 970 986

純資産合計 58,077 56,072

負債純資産合計 224,623 211,938

EDINET提出書類

株式会社明電舎(E01744)

四半期報告書

13/24



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 28,699 26,760

売上原価 23,189 21,458

売上総利益 5,510 5,301

販売費及び一般管理費 9,403 9,242

営業損失（△） △3,893 △3,941

営業外収益

受取利息 2 5

受取配当金 216 171

受取賃貸料 53 53

その他 326 331

営業外収益合計 599 561

営業外費用

支払利息 201 180

出向者関係費 325 392

持分法による投資損失 162 －

減価償却費 86 95

その他 246 231

営業外費用合計 1,023 900

経常損失（△） △4,316 △4,280

特別利益

その他 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失

投資有価証券評価損 27 －

その他 － 0

特別損失合計 27 0

税金等調整前四半期純損失（△） △4,343 △4,281

法人税、住民税及び事業税 190 73

法人税等調整額 △1,641 △1,612

法人税等合計 △1,450 △1,538

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △2,893 △2,742

少数株主利益又は少数株主損失（△） 52 △34

四半期純損失（△） △2,945 △2,707
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △2,893 △2,742

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △762 1,198

繰延ヘッジ損益 △5 △16

為替換算調整勘定 551 703

持分法適用会社に対する持分相当額 7 －

その他の包括利益合計 △209 1,885

四半期包括利益 △3,102 △857

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,294 △885

少数株主に係る四半期包括利益 192 28
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △4,343 △4,281

減価償却費 1,738 1,957

貸倒引当金の増減額（△は減少） 105 △2

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,243 △3,270

退職給付引当金の増減額（△は減少） 717 792

受注損失引当金の増減額（△は減少） 152 32

製品保証引当金の増減額（△は減少） △215 △22

受取利息及び受取配当金 △219 △176

支払利息 201 180

持分法による投資損益（△は益） 162 －

投資有価証券評価損益（△は益） 27 －

売上債権の増減額（△は増加） 35,130 37,813

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,336 △11,492

仕入債務の増減額（△は減少） △8,571 △5,117

その他 114 △2,163

小計 12,420 14,250

利息及び配当金の受取額 225 160

利息の支払額 △140 △112

法人税等の支払額 △1,036 △2,381

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,468 11,918

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,317 △1,344

無形固定資産の取得による支出 △403 △370

関係会社株式の取得による支出 △4,937 －

関係会社株式の売却による収入 4,937 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

200 －

補助金の受取額 48 －

その他 △12 △48

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,484 △1,763

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,443 83

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

△7,500 △8,000

長期借入金の返済による支出 △996 △1,786

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △738 △891

少数株主への配当金の支払額 △5 △12

その他 110 299

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,574 △10,307

現金及び現金同等物に係る換算差額 222 343

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,367 190

現金及び現金同等物の期首残高 12,674 7,483

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 8,306

※
 7,674
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、明電Ｔ＆Ｄ株式会社は当社が吸収合併したため連結の範囲から除外してお

ります。

連結子会社である明電板金塗装株式会社は、連結子会社であった明電シスコン株式会社を吸収合併し、明電システ

ム製造株式会社に名称を変更しております。これに伴い、消滅会社である明電シスコン株式会社を連結の範囲から除

外しております。　　

連結子会社である明電ソフトウエア株式会社は、連結子会社であった明電システムテクノロジー株式会社を吸収

合併し、明電システムソリューション株式会社に名称を変更しております。これに伴い、消滅会社である明電システ

ムテクノロジー株式会社を連結の範囲から除外しております。　　

連結子会社であった東莞明電電気工程有限公司は、清算したため連結の範囲から除外しております。

　

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

　

（会計方針の変更等）

　該当事項はありません。

　

　

（四半期連結貸借対照表関係）

※１  受取手形譲度による代金の留保分（未収入金）は次のとおりであります。これは当社に遡及義務が及ぶも

のであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

　 426百万円 426百万円

　　

  ２　偶発債務

  金融機関借入金等に関する債務保証

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）　
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）　

従業員 65百万円 61百万円

その他 9 12

計 74 73
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（四半期連結損益計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）

　当社グループでは、電力会社や官公庁向けの各種電気設備や、自治体向けの上下水処理設備等において、年度末

に売上が集中する傾向があります。そのため、例年、第１四半期の売上高については、年間の実績値に対して相対

的に低い水準にとどまっております。 

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。　

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

現金及び預金勘定 8,386百万円 7,770百万円

預入期間が3か月を超える定期預金 △80 △96

現金及び現金同等物 8,306 7,674

　

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

　　配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）　

 １株当たり
 配当額（円)

基準日　 効力発生日　 配当の原資

平成24年6月26日
定時株主総会

普通株式　 907 4.00 平成24年3月31日　平成24年6月27日　利益剰余金　

　　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

　　配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）　

 １株当たり
 配当額（円)

基準日　 効力発生日　 配当の原資

平成25年6月26日
定時株主総会

普通株式　 1,134 5.00 平成25年3月31日　平成25年6月27日　利益剰余金　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）　

 　　　　　　　　報告セグメント　　　　　　　　
その他　
　（注）1　 合計 調整額　

　（注）２　

四半期連結損益
計算書計上額
　（注）３　 

社会シス
テム事業

産業シス
テム事業

エンジニ
アリング
事業

不動産
事業 小計　

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　
  外部顧客への売上高 17,1365,428 2,355 755 25,675　 3,024 28,699 － 28,699

  セグメント間の内部

   売上高又は振替高
1,091 1,201 55 65 2,414　 3,081 5,495(5,495) －

 計 18,2276,629 2,411 821 28,089　 6,105 34,194(5,495) 28,699

　セグメント利益又は

　セグメント損失(△)
△2,274 △844 △850 293△3,676　 176 △3,499 (393) △3,893

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の製品販売、従業員の福利厚

生サービス、化成製品等を提供する事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額　△393百万円には、セグメント間取引消去285百万円、たな卸資産

の調整額△51百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△628百万円が含まれております。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び技術試験費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　　　　

　Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

 （単位：百万円）　

 　　　　　　　　報告セグメント　　　　　　　　
その他　
　（注）1　 合計 調整額　

　（注）２　

四半期連結損益
計算書計上額
　（注）３　 

社会シス
テム事業

産業シス
テム事業

エンジニ
アリング
事業

不動産
事業 小計　

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　
  外部顧客への売上高 16,9734,044 2,473 755 24,246　 2,513 26,760 － 26,760

  セグメント間の内部

   売上高又は振替高
684 931 47 65 1,729　 2,680 4,410(4,410) －

 計 17,6574,976 2,521 820 25,976　 5,194 31,170(4,410) 26,760

　セグメント利益又は

　セグメント損失(△)
△2,059△1,176 △800 299△3,737　 73 △3,663 (277) △3,941

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の製品販売、従業員の福利厚

生サービス、化成製品等を提供する事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額　△277百万円には、セグメント間取引消去253百万円、たな卸資産

の調整額54百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△585百万円が含まれております。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び技術試験費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントの変更等に関する情報

　当社の連結子会社である明電ソフトウエア株式会社は、平成25年４月１日付で明電システムテクノロジー株式会社

と合併し、新商号を明電システムソリューション株式会社といたしました。これに伴い、前連結会計年度まで「その

他」の区分に含まれておりました明電ソフトウエア株式会社の事業は、当第１四半期連結会計期間より「社会シス

テム事業」に含めております。

　なお、前第１四半期連結累計期間の「報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報」につき

ましては、当該変更後の金額に組替えて表示しております。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等　

当社と完全子会社の吸収合併

１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

①結合企業

名称：株式会社明電舎（当社）　

事業の内容：電気機械器具の製造及び販売　

②被結合企業

名称：明電Ｔ＆Ｄ株式会社

事業の内容：変電・配電事業

(2) 企業結合日

平成25年４月１日　

(3) 企業結合の法的形式

当社を存続会社、明電Ｔ＆Ｄ株式会社を消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

株式会社明電舎

(5）その他取引の概要に関する事項

①取引の目的

　当社と株式会社日立製作所及び富士電機株式会社の３社は、共同出資による株式会社日本ＡＥパワーシステ

ムズ（以下、「ＡＥパワー」といいます。）における合弁関係を発展的に解消するため、平成24年４月１日付で

出資会社３社はそれぞれＡＥパワーの変電・配電事業を承継しました。当社は、同事業を子会社である明電

Ｔ＆Ｄ株式会社にて承継し、さらなる製品競争力の強化と海外市場における営業活動の強化を図るためには両

社の営業・技術・製造部門の一体化が不可欠と判断し、このたび明電Ｔ＆Ｄ株式会社を吸収合併したもので

す。

②取引の概要

　当社と当社の完全子会社との吸収合併となるため合併比率の取り決めはありません。また、合併による新株発

行及び合併交付金の支払は行いません。

　

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)に基づき、共通支配下の取

引として処理しております。　

　

連結子会社間の吸収合併

１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

①結合企業

名称：明電板金塗装株式会社（当社の連結子会社）　

事業の内容：配電盤、制御盤等の板金加工品及びその部品の製造並びに販売　　

②被結合企業

名称：明電シスコン株式会社（当社の連結子会社）

事業の内容：各種高低圧配電盤の製造・販売、継電器の製造　

(2) 企業結合日

平成25年４月１日　

(3) 企業結合の法的形式

明電板金塗装株式会社を存続会社、明電シスコン株式会社を消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

存続会社である明電板金塗装株式会社は、同日付で明電システム製造株式会社（当社の連結子会社）に商号を変

更しております。

(5）その他取引の概要に関する事項

①取引の目的

　配電盤事業のコスト及び品質での競争力向上により、受注の拡大を図るものです。
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②取引の概要

　当社の100％出資子会社同士の合併であるため、合併比率の取り決めはありません。また、合併による新株式の発

行及び金銭等の交付は行いません。　

　

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)に基づき、共通支配下の取

引として処理しております。　

　　

連結子会社間の吸収合併

１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

①結合企業

名称：明電ソフトウエア株式会社（当社の連結子会社）　

事業の内容：ソフトウェアの製作・販売並びに賃貸、コンピュータシステム及びネットワークの維持並びに

運営の管理、コンピュータシステム及びその関連機器の販売並びに賃貸、情報システムの設計、調査、開発並

びにコンサルティング、教育

②被結合企業

名称：明電システムテクノロジー株式会社（当社の連結子会社）

事業の内容：ソフトウェアの開発・設計・製作・販売並びに賃貸、コンピュータシステム及びネットワーク

の維持並びに運営の管理、コンピュータシステム及びその関連機器の販売並びに賃貸　

(2) 企業結合日

平成25年４月１日　

(3) 企業結合の法的形式

明電ソフトウエア株式会社を存続会社、明電システムテクノロジー株式会社を消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

存続会社である明電ソフトウエア株式会社は、同日付で明電システムソリューション株式会社（当社の連結子会

社）に商号を変更しております。

(5）その他取引の概要に関する事項

①取引の目的

　ソフトウェア事業の経営資源を集中させ、競争力を向上することにより、受注の拡大を図るものです。

②取引の概要

　当社の100％出資子会社同士の合併であるため、合併比率の取り決めはありません。また、合併による新株式の発

行及び金銭等の交付は行いません。　

　

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)に基づき、共通支配下の取

引として処理しております。　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 12円98銭 11円93銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失金額（百万円） 2,945 2,707

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 2,945 2,707

普通株式の期中平均株式数（千株） 226,942 226,934

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

共通支配下の取引等

吸収分割

　当社は、平成25年７月８日開催の取締役会において、当社の保守・点検等サービス事業を会社分割（簡易吸収分割）

し、新設会社である「株式会社明電エンジニアリング」「株式会社明電エンジニアリング東日本」「株式会社明電エ

ンジニアリング中日本」「株式会社明電エンジニアリング西日本」の４社に承継することを決議いたしました。
　
１.取引の概要　

(1)対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称：エンジニアリング事業

事業の内容：公共インフラ及び民間施設の電気設備、機械器具、装置等の保守・点検サービス事業

(2)企業結合予定日（効力発生日）

平成25年10月１日

(3)企業結合の法的形式

　当社を分割会社とし、新設会社である「株式会社明電エンジニアリング」「株式会社明電エンジニアリング東

日本」「株式会社明電エンジニアリング中日本」「株式会社明電エンジニアリング西日本」４社を承継会社と

する分社型吸収分割であります。

　なお、本分割は、会社法第784条第３項に定める（簡易吸収分割）に基づき、当社において株主総会の承認は省略

いたしました。

(4)結合後企業の名称

株式会社明電エンジニアリング（当社の連結子会社）

株式会社明電エンジニアリング東日本（当社の連結子会社）

株式会社明電エンジニアリング中日本（当社の連結子会社）

株式会社明電エンジニアリング西日本（当社の連結子会社）

(5)その他取引の概要に関する事項

吸収分割の目的　

　当社は社会インフラを支える電気機器を製造・納入する事業とともに、その保守・点検等を行う事業を展開

しております。 国内の電気設備は公共インフラの成熟による新規案件の減少、人口の減少による公共施設のダ

ウンサイジング、また、製造業の海外移転などにより減少傾向にあります。それに伴い、保守・点検の需要も

徐々に減少するとともに競争も激化することが予測されます。 

　また、地方自治体の財政悪化や技術職員の老齢化と減少により、公共施設の維持管理、運営はアウトソーシン

グが加速すると考えられています。当社は、保守・点検等サービス事業のさらなる発展、競争力強化には、同事

業を収益構造が異なる機器の製造事業から分離独立させ、地域に密着した営業体制や業務体制、意思決定のス

ピードアップ、お客様対応の更なるレベルアップが急務であると判断し、新設会社である４子会社に事業を承

継することを決定しました。 

　今後明電グループは、これらの４社に、既存の子会社で行っている施設の維持管理・運転管理業務を付加し

て再編し、機器製造から保守・点検、維持管理・運転管理まで施設全体のワンストップサービスを行うことで

業容の拡大を積極的に展開してまいります。
　

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)に基づき、共通支配下の取

引として処理する予定です。　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年８月９日

株式会社明電舎

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　章雄　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 若尾　慎一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社明電舎の

平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成25

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社明電舎及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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